
関関連連すするるSSDDGGｓｓのの国国際際目目標標
環環境境科科学学部部 環環境境建建築築デデザザイインン学学科科 教教授授 大大井井 鉄鉄也也

   研究分野 ：建築デザイン、建築再生デザイン

   研究室ＨＰ：https://dda-usp.com/

■■日日本本ののレレトトロロフフィィッットト建建築築ににおおけけるる設設計計
条条件件とと設設計計解解のの因因果果関関係係にに関関すするる研研究究

我が国の多様なレトロフィット建築の設計手法を知
識として利用して今後の設計に役立てるために、日
本の近代レトロフィット建築を新旧の同調度という
新たな指標で定量化し統計的分析を用いて、設計条
件と設計解との因果関係について明らかにする研究
に取り組んでいます。

■■海海外外ののレレトトロロフフィィッットト建建築築ととのの比比較較研研究究
日本のレトロフィット建築の研究で考案した新旧の
同調度の指標を海外のレトロフィット建築にも適用
し、各国の歴史文化的背景や制度的背景を考慮し比
較検討することで、日本と海外のレトロフィット建
築の方法における共通点や違いを明らかにする研究
にも取り組んでいます。

■■レレトトロロフフィィッットト建建築築のの周周辺辺へへのの波波及及効効果果
にに関関すするる研研究究

歴史的建造物が点在する街並みにおいて、一つの建
物がレトロフィットされた時の周辺への影響を対象
とした研究、さらにレトロフィットとまちづくり、
地域活性化につなげていく研究にも取り組んでいま
す。

■■部部品品ででははななくく断断片片ととししててのの建建築築

現現代代ののブブリリココララーージジュュとと部部材材転転用用のの可可能能性性
これまでの建替えや刷新するスクラップ・アンド・
ビルド手法ではなく、使用済み建設資材の流用によ
る部材転用の可能性を追究し、また誰もが容易に手
を加えていけるセルフビルド手法の開発にも取り組
んでいます。

近年、我が国では、既存の建築ストックを有効に活用し、新旧の関係性という新築には
ない価値を引き出すデザインが求められています。持続可能な建築を目指して、国内外
の旧いものと新しいものを組み合せるレトロフィット建築を対象に建築デザインの方法
論について研究しています。

レレトトロロフフィィッットト建建築築のの方方法法論論にに関関すするる研研究究

既存部と新設部の外観の連続性の度合いを示す新旧の同調度

日本のレトロフィット建築の特徴的な5類型
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環環境境科科学学部部 環環境境建建築築デデザザイインン学学科科

准准教教授授 ヒヒメメネネスス ベベルルデデホホ ホホアアンン ララモモンン

  研究分野 ：建築史・意匠、 都市計画・建築計画

http://dda-usp.com/professor/juan_ramon

大型台風ヨランダによる被災後のフィリピンタクロバン市を直接の研究対象とし、実施調査を通

して被災者の仮設住宅の居住環境を物理的側面から実態的に捉えるとともに、被災後の復興住
宅計画に資する実態的に即した指針を得ることを目的としている。

タタククロロババンン市市（（フフィィリリピピンン））ででのの仮仮設設住住宅宅のの

再再利利用用にに関関すするる研研究究

■■タタククロロババンンのの仮仮設設住住宅宅のの再再生生

仮設住宅は、被災者が被災前のような日常生活を取り戻すまでの一時的な生活スペースとしての
役割を担っている。大規模災害の後に必要となる仮設住宅のタイプは、テントなどの早急に準備で
きるものから、材料を提供するだけのもの、必要設備やインフラを整えたものまで、さまざまなタ
イプがある。しかし、仮設住宅は一時的な住宅であるため、設計も簡易的になり問題は常にある。

タクロバン市では、台風によって発生した高潮による被害の住宅復興を契機に、防災と環境保護
の理由から40ｍを「建築規制区域」として住宅再建を禁じている。そのため沿岸部に集中する貧困
層の居住地は一掃され、その住民は市の北部または内陸に位置する仮設住宅地に再定住を余儀なく
される。

   再定住のために用意された敷地は合計30～50ヘクタールで、1万戸の恒久住居が建設される。使用
期間が半年から3年6ヶ月を目安とし、長期的な使用を目的としないため、持続不可能な設計になっ
ている。加えて、一般的な建材を使用するため一般住宅と同等に費用が必要となる場合がある。ま
た建設バブルによる施工者不足によって一般住宅の計画にも遅れが生じつつあることも問題である
といえる。

このようにタクロバン市では台風被害を契機として、過去に前例の無い大規模な住宅供給と再定
住計画が実施されようとしている。被災者や貧困層に安定した住環境を提供することは重要な問題
であるが、このような大規模な移転を伴う居住環境の整備は対象者のほとんどが職住近接の生業を
営む低所得者に対して、新たな社会困窮を引き起こす恐れがある。

また災害の被災地とは先進国・発展途上国を問わず深刻な住宅問題が発生する場所である。それ
は世界中で発生している住宅問題が瞬間的に大規模発生し、さらに短期間での解決が求められる特
殊な環境であるからである。

以上の観点から、台風被害の復興住宅計画の居住環境を明らかにすることで、将来性のある住宅
建設を行い、適切なまちづくりとより良いセカンドライフを過ごせる居住環境の普遍的な指針を得
るのが目的である。
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